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戦後日本になける学校経営論の系譜
一文献研究を中心として一
大 脇 康 弘
学秘経営とは、 「校長を中枢として、教育機関としての学校を組織化し、それによって学校教
日)
育の効果を高める機首gJであると寸交的に定義されているが、今日、学校経営の研究は、教育内
容・方法の研究ιならんで学校教育研究の重要な分野となっている。
第二次世界大戦後、アメリカの機能主義的た学校経営論の導入によって再開された学校経営の
研究は、戦後 30年多くの曲折を経てきた。本稿は、学校経営の研究のなかで包括的な学校経営
論一般に関する著書に限定し、その展開過程を文献的κ整理しようとするものである。
学校経営論の系諮を整理したものとして、高野桂一氏をはじめとして、既に幾つかの論稿があ
(?l 
るか、本稿では①模索期(1945--55年〉②学校経営の近代化論を中心とする時期(19566=j三~
60年代後半)③学協経営の現代化論期(1 960年代後半以降)としづ三つの時期κ区分して整
理した。
模ず長期 (1945，._ 55年)
この時期は戦後の混乱期を経て、持法、教育基本法をはじめとする教育諸法規の制定から、
1 956年の地方教育行政組織及び運営に関する法律(以下、地方教育行政法と略)の制定まで
の教育基本法体制確立期v[当たる。この戦後の「民主化Jの時期l士、事態の急速な進展v[¥，、かK
対処するか花田を奪われ、明確な視点をもった学校経営論はなされず、アメリカ合衆国の理論と
Lq) 
実際の直訳的経営論が大勢を占めた。
学校経営の民主化が唱導きれるなかで、文部省は、 「小学校経営の手ij¥J(' 49年)r新しい
中学校経営の手ヲIJ('49年)r中学校・高等学校管理の手写IJ(' 50年)を刊行し、積磁的κ
学校経営の指針を示したO また、武田一郎著「学校学級経営の基本問題J(' 49 0:f:三)、教師養成
研究会編「学校管理一一民主的教育の組織と運営JC':i 0年)J. B.エドモンゾン他著、大塚三
七雄、大嶋三男訳「現代学校経営一一中学校・高等学校J(上・下、 ， 50....' 51年)などが刊行
され、これらは進むべき方向を見失った多くの校長たちK、学校経営の理論と実践の民主化の方
向を示し、大きな影響毛~与えた。
以上の著書は概して、教育行政、経営は教育目標達成のための手段としての条件一相指であると
するモエーノレマンの機能主義的見地に理論的基礎をおいた学校経営論であり、戦前の中央集権的
な教育体制やそれを支えた法規主義的学校経営論を批判、克服するものとして一定の役割を果し
~" 
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しかし、そこでは「経営の能率化が日常的問題として考慮されてはL寸こが、それが経営合理化
(4) 
という明瞭な本質的技術過程の問題として十分任意識されてはいなかったjのであり、この問題
の深化は次の「学校経営の近代化論を中心とする時期jまで待たねばならなかった。
この機能主義的学校経営論は、 19.56年弛方教育行政法制定以後の教育基本注体制の再編成、
合理化の動きのなかで、多様ι分イとしていった。
E 学校経営の近代化論を中心とする時期 (1956----60年代後半)
1956年の地方教育行政法の制定以降、任命館lj教委の発足、学校管理規則!の整備、勤務評定の
実施、学習指導要領の法的拘束力の明確化など、一連の学校管理統制強化の過程で、 「模察知!jJ
(!;) 
における理想を指向する動きから現実的世界κ視点がヲiき反されていき、種々の学校経営論が現
れずこO
伊藤和街、高野桂一、吉本二郎の各氏をはじめとする論者は、学校経営に経営学的発想の導入
令図め、経営の合理化と民主化を提唱した。また、特別権力関係論か主軸とする法規主義的学校
管理論、学校の民主的組織化合目ざす職場づくり=学校づくり論、社会体制との関係で「教育管
沼J桁念令批判的に検討した持田栄一氏の体制j還元的教育管理論など、多様な学校経営論が現れ
たが、この時期の主流を占め、現JAにも大きく浸透していったのが、学校経営の近代化論である。
(6) 
以下、これらの学校経営論を 5つκ類、別してみていころ。
(1 ) 法規主義的学校管理論
学校経営の根拠を政令解釈κ求め、 i去の適正な運用と行政的課題解決に主限を置くもので、戦
silの法規主義的学校管浬論の延長線上戸立つものであるO すなわち、学校営造物理論と特別権力
関孫515を基礎κ、学校管理な民間の企業管理になぞらえ、教育委員会を本社〈経営主体)、各学
(7) 
校を工場(下位主体)、校長か工場長と考える学校管理論であり、工場的学校管理論ともi呼ばh、
文部省関係者平一部の現場校長が、その論者である。
しかし、法学界内子;比おいて、 196昨以降「特別権力関係J否定説が顕著に認められる事実
平、特別権力関係論の限界令指摘した1969年の老s教組事件に対する最高裁判決の前花、法規主
j義的学校管理論はその想論的根拠が薄弱となり、再構成を迫られているといえよう.
(2) 科学的管J.m法的学校経営論
これは、学校経営の近代化論の主唱者の一人である伊藤和衛氏Kよって代表される。伊藤氏は、
民主化論や、民主化運動托は欠除していた経営の技術性、能率性といった側面に自宅Y向け、経営
の合波イヒ aヤ追求した。すなわち、伊藤氏は、学校経営というものを「ある特殊なもの」とはみな
(9) 
いで、 「それはやはり L経営ー骨リの論理で・・“一説明が原則的κつくのだと Lぺ前提κ立Jち、
F .¥N.テーラーの科学的よぎ理j訟を用いて、学校経営Kおける職務分析かし、経営の標準化過程を
示した。
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そして、学校経営は、問、都道府県、市町村、学校(経営層、管理層、作業層)の重層構造、
賠層構造において捉えなければならないとしたの周知のよろに、この学校重層構造論を説く伊藤
氏と、学校単層構造論を主張する宗像誠也氏とは、 「教育評.論J(1965年 7月臨増、 10、12 
月号〉誌上での、誌上公開討論を契機K論戦を展開した。
この論争を契機託、伊藤氏は経営民主化にも力点を置くようになり、 「新版、学校の経営管理」
( 1 970年、佐々木渡との共著)あたりかち教師の学校経営参加を積極的に打ち出すよう陀なっ
(10) 
た。とれは、伊藤氏の学校経営鈴の新しい展開とみるととができf、次の学校経営の現代化論期で
扱うべきであるが、便宜上、とこで論じることにする。
70年代の伊藤氏の学校経営論伴、経営の合理化と民主化牢二本の柱とし、合理化の側面は職
務系列で捉え、職階制化を説き、民主化の側面は意思決定系列で捉え、教職員の学校経営κよっ
て意思決定の民主化を保障することか説く。
この学校経営論は、経験と勘Kたよっていた経営を合理化しようとした点で評価される反面、
(11) 
様々な批判がなされている。
まず経営参加訴からみると、経営参加は本来意図しなL糖果をもたらし易く、 「参加と意志疎通
ιよって正義と能率がまく達成されると官、われがちだがj r参加ばしばしやま参加者の権力を減少
( 12) 
させ、意志疎通は札織の能率を損い易('Tので、経営参加によって民主化を達成することtえは
なはだ困難であり、能率化をも妨げ易いのである。
また伊藤氏は、 「民主化と合理化とは矛盾概念ではなJく「それは現実κは人間の仕事を媒介
( 1. 3) 
として統一的にとちえることのできるものであるj と述べているが、この点、楽観的すぎるので
はないかと思う。実際の学校経営過程においては、経営の合理化と民主化は緊張関係Vとあり、し
( 14) 
ばしば矛盾的に立ち現れるのである。
(ろ) 人間関係論的学校経営論
これは、経営学的発想令参考古亡しつつ、経営の合理化と民主化を同時的課題とするが、その際
(15) 
経営の民主化κ十分考慮を払い、その有力な方法として人間関係論を導入した学校経営論である。
人間関係総研究にはこつの流れがあるが、人簡を情緒的存在と考えとの点を重視した経営論を展
開したエノレトン・メーヨーやレスリスバーガ一等のハーバード学派の研究に力点をおいたのが高
野桂一氏であり、人間を自主的、自律的な意志の持ち主と規定するバーナードやサイモン任注呂
したのが菅本二郎氏である。
まず、高野氏の学較が:蛍fu誌を「学校経営の科学J(i961年〉でみてL、こう。
高野氏Kよれば、学校経営の目的は「社会的労働価値を核とする人間的価値形成への志向をも
った教育効率の向上Jにあり、学校経営の科学はこのような「学校の教育効率幸子自ざす民主化、
合理化の方法体系であるJ r民主化はとく κ社会的、価値的志向(I[l)~係し、合理化ほとくに効率
( 16) 
向上の技術イとに関係するJ。そして、経営民主化の方法として、非公式的経営組織の社会関係を
主対象領域とする人間関係拾が説かれ、経営合理化の方法として、公式的経営組織を主対象領域
とする組総構造論が展開されるが、力点は前科;~て i漬かれてレるc
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一方、吉本二郎氏の学協経営論は内部経営論の代表とされているが、公教育論(国家Kよる公
設、公営の教育〉を前提的κ措定した上で、個別学校を焦点化し、下から上へと論理を外延化す
るものであり、人間を自主的、自律的な意志の持ち主と考えるバーナードの動態的組織論κその基
礎をおいている。
すなわち、人間を情緒的存在と規定し、人間の教育的な相互関係の「感情の論理jを重視する
高野氏κ対して、吉本氏は「集団勤労意欲κ支えられながら、教職員自らの価値体系をとおして、
自らの行動をき十麗し、その手段を選び、自己の行為令規制する主体的な存在となり、→藍の目的
( 17) 
的行記;:lj:営む自律的な人間が認識される必要があるjと指摘する。
このよう κ立場が異なる両氏は人間関係論の意味の把握自体も大きくくい違っているO すなわ
( 18) 
ち、吉本氏が非人間的合理化の進行K対する反省から生まれたものであると捉えているの陀対し、
高野氏は「合理化の進行ι対する民主化の遅れかとそ是正しようとするものであり、むしろ合理
( 19) 
イヒそれ自体を促進するためにこそ登場してきたものであるJと積極的に捉えている。
経営学的人間関係訴の発生の怒史過程を:学校経営κ形式的ιあてはめることは誤りであるが、
高野氏は、後κ詳細にみるように、人間関係論の意味を過大に解釈する傾向がある。
吉本氏の学校経営論は、学校の組織化K関して多くの理論的示唆を与えるが、近代公教育の再
編成な目ざす立場か円みると、その前提として指定されている福祉国家論的公教育論が問題とさ
れねばならた，(1"、だろう。
(4) 職場づくり z 学校づくり論
これは、日教組、日高教の教育研究運動のなかから形成されてきたもので、多分に運動論的側
(20) 
国が強く、極めてあいまいで多義的陀用いじ〉れているが、一応次のよう κ定義できまう。
学校むては「子ども、父母かはじめ国民の教育要求に応えて教師集団が主体的、集団的に教育活
動か展開できる態勢Jが必要であるとする立場から、特別得力関係論を否定し、教員組織の職務
(21) 
権限の独立か主張し、学校は「教育自治体Jであるべきだとする論である。
この職場づくりこ=学校づくり論の実践的課題として、日教組・日高教の「教育研究全国集会・
(22) 
職場分科会Jで討議されてきた項目令整理してみるとつぎのようになる。
①学校運営の民主化のためK、職員会議の民主化と議決機関化、校務分輩の民主化と選挙制の
採用、自主的、民主的な研修活動の保障などが必要であるO
②学校は教職員の職場であるという自覚が必要である。
③民主的な教育実践がすすめる上てザ出域共慨が必要である。
④教育労働者であるという自覚が阜、要である。
このよ「な職場づくり=学校づくり論は、学校管理体制が強化され、教師の自律性が疎外され
ている今日、運動詩的には大ぎな意義を持っているが、特別権力関係論や学校重層構造論の批判j
κ追われ、学校経営組織論の展開がほとんどなされていないのでその理論的整備が待たれるO
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(23) 
(5) 体制還元的教育管玉虫論
持田栄一氏の一連の教育管理論を指すが、その特徴は社会体制(公教育論〉との関連で捉えら
れている所κある。 このため教育行政論的見解が強く出ており、純粋な意味て官営論とはL、え
ないが、そこでは近代公教育の再編成という視点から学校経営が取りあげられ、検討きれている
ので、ここで取りあげた。
持田氏の教育管理研究には大ぎな発展がみられるので、ここでは「教育管理の基本問題J(i 
一 (;24)
965年)r近代公教育の基本構造:[(1969年〉でみていくことにする。
持田氏は、教育の「技術過程jを「教授=生活形成過程j、その「組織過程jを「教育管理工
(25) 
経営過程j と捉え、間二者~d: 1;本来的には統一的K存在しているκもかかわらず、現実陀は両者は
(26) 
対立的 VてとらえられているJ。とのこと托原因して「組織過程Jκおいて教育労働か疎外されて
おり、その解放が課題となる。すなわち「現在、教育管理・経営を民主イとしていくJためfては「学
習・教授の直接の担い手である子どもや教師が、学習・教授の・・・・・・その全過程を支配し統制する
( 27) 
ようなことができるような体制をっくり出してし寸く実践と運動を通し，(i教科ーの専門性Jと
f教育権限の独立jを止揚していくことが主張される。
このよろな持田氏の教育管理論には、 f立校経営の前提とも言える公教育論が展開されており、
しかるべき検討がなされねばならないであろう。
話 学校経営の現代化論期(1 9 6 0年代後半以降)
教育内容・方法の現代化からインパクトか受けて 1960年代後半以降、学校経営の現代化が多
くの論者によって提唱され、前期の多様な学枕経営論は接近の様相を帯びてきている。この時期
の学校経営論の特徴は以下の二点κ要約できょう。
その第一は、捉え方の違いはあれ、教職=専門職と Lづ認識が共通してみられることである。
この認識は、 1966年の ILO・ユネスコ勧告以後、体制、反体制を問わず急速κ浸透していき、
教職=専門職諮Kよって学校経営論の再編成が図られたといえよう O
第二は、教育経営という広い視野のなかてや学校経営す考えていく傾向がみられることである品
このこと ι大きなインパクトを与えたのが、生涯教育論、情報化社会議、システム稔(教育工学
(28) 
など)の登場である。教育経営は、学校教育を生涯教育の一環として捉え、学校教育と学校外教
育との統合を図にまた、 「これまで階層的K唆完!Jされていた中央教育行政機関、地方教育行政
(29) 
機関、各教育機関などを一つの機能的な教育構造としてみてJいこうとするものである。との教
育経営誌は、当然教職=専門職論と結合している。
以上の特徴がみられるこの時期i士、学校経営主体を、単一学校と考える学校経営論の立場をと
る論者と、教育;委員会と考える教育経営論の立場をとる論者κ大男ijできょう。さら K後者は研究
(30) 
方法の相遺児よって、教育社会学的教育経営論と教育工学的教育経営論κ分けることができょう O
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(1) J手ー キニ校経営現代イ!こ5会
既iだの吉本二郎氏は、現在まで単一学校正焦点を当てて研究を進められており、現代化のメノシ
(31) 
クマールを f形式的、機能的合沌性Jを克服する「実質的合恕性Jvcおいている。そして最近の
教育絞営論の動向民対して、次のような批判をなげかけているととは注目される。
I!??:校ではイ可も解決しないという現代の組総関係は、十介に理解できるところである 75~.、今日
あまり K制度的、行政的解決の条件を虫、げることに急で、学校で主体的になしうることへの認識
(32) . 
と努力花火けずム経営論が多くみおれるのは、決して望ましL下経営のあり方とはいえなし、。 J
また、高野桂一氏は、学校経営体のijyrtIt児教育経営体(地域における複数の学校と教育行政を
ふくむ行政管理体〉という概念す措定しているが、吉本氏と同様、学校経営の相対的独自性十認
め、それを研究の主対象としている。
そして、現代化のメルクマールを「権力のあり方の変革Jrc置い、ている。すなわち、経営の合理
化と民主化は経営過程κおいては矛盾的κ立ち現れるとの認識を?前擦に、時:校経営『近代イビJそ
のもののもつ矛盾'点を克服する鍵は、経営合理化過程における F民主化Jすなわち権力のあり方
(3ろ)
の:変革陀かかわっているjと述べる。しかし、権力分析の方法をめぐる問題点の指摘はみられる
が、権力分析そのものは末だ展開きれていなL、。
さて、高!好;汚寺民氏'は「わが箆国iの学校絞営毛を'めぐろろ，権力はいまだ.....
(34心) 
(毛3_5)
とし、経営民主化の方法としての人間関係論を、市Jflf君午氏等の指摘ケ受けて、批判的κ再展開
しよ可とする。すなわち「経常民主化における一つの重要な側面である『人間関係論』も近代経
営立の枠内における心理学的導入事'こえ、現代経営学の社会的方法拾を出発点とするだけでなく、
-Yi代J経営学とみられるものさえもがなおもつ資本体制の論理的矛盾の面の、十介な質的p!:t妹、のも
(36) 
とに展開きれなくては、なら f山、Jと主張するO 以上のよう Lιて、メ一ヨ一一派の主接する経営営:(にそお
ける労働老人問1令レ 「百能E率の5総1合主理jとr!応量古志引"わリ;シ川'1情i
よう Jと:すす白る高野氏の悲本的立場から推誤鈎iりjするとι、それが可能カか〉どうか、いささか疑問を提出せざ
るをえなL、。
尚、伊藤和衛氏Vとついては、氏自身あくまで近代化促包摂されると主張しているが、その内容
はことでみた現代化と秒、れあう部分がある。しかし、先K詳述したので、ここでの分類における
現代化論者の一人として名前をあげる K留めておく。只、氏が最近.の論文「教育経営の研究と方
(37) 
世、jで、教育経営論帝展開しているととを指摘しておきた¥"0'
(2) 教育経営論
⑦教育社会学的教育経営論
この経営論の代表として、河野重男氏の「教育経営J(i969年)があげられるO
{~守 ftfr氏は教育i経営令打ち出した背景として、高度産業化社会における急速な社会変動状況をあ
げている。すなわち、⑦社会変動に対する学校経営の遅滞、②都市化の遂行VL対する対応、③技
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術革ー 新K対する対応、③以上の動きに対応、しうるような校長の重要性、である。とのような社会
変動状況K対応するものとして、市町村教育委員会を単位とする教育経営が考えられるが、それ
は生涯教育と教育計画を中核として構想されるo すなわち、 「生涯教育拾に基づいて・教育理念を
統合化し、教育言十富論κおいて、社会全体とのバランス舎もった教育の在り方令具体的・実践的
(38) 
に統合しようとしている。」のである。
そして、このような教育経営は、市J1昭午氏と同様「官僚制論理と専門職論理との調和、止揚
(39) 
をj図るためκ、ゴーノレドナーのいう「代表官僚制jの立場托立たなければならないとする。
(40) 
この河野氏の教育経営論は、氏自身も触れているように、理論化と体系化が不十分であるが、
社会変動K郎自的K対応しようとする教育経営論の色彩治濃く、本書の章立て、内容から考えて、
その積極的意味がつかみにくいととを指摘しておきたL、。
⑦教育工学的教育経営論
(41 ) 
とれを代表するものとして、森隆夫氏の「教育行政と教育工学jと、新井郁男氏の「教育経営
臼2)
とシステム分析jとL、う二つの論文があげられよう。両氏ともシステム工学的発想の導入ケ主張
しているが、それκ基づいて教育経営論を展開しているわけではない。しかし、嶺井正也氏が指
摘しているように「γステム概念それ自体、教育の組織化過程花関わる問題かも内包する統合的
なものであるからして、 γステム論を基調とする教育経営の研究は、やはり教育経営論に位置付
(43 ) 
くのである。」
きて、両論文ともシステム工学的手法導入の序論的段階にあるので、ここでは麻生誠氏Kなム
ってその問題点を指摘しておきたL、。
学校経営γステム・モデルの構成が国難な原因は、①教育目標の不明確さ、(2)教育γステムへ
のインプットのもつ特異性、③役割の不可視性、④低い相互依存性、⑤外部環境からの圧力κ対
する抱弱性、③教育組織の技術的装備率の低さ、などである。そして、このような難関を排除し
て、学校システム・モデルを構成していった場合、次のような問題が生じてくる。
⑦目標選択の際、客観的κ測定しやすいものをとりあげ、他の測定しにくいものをネグレクトす
る傾向が生ずる。
②教育工学はそれ自身教育自的や教材令決定することができ・なL、o
d激育工学にみられる教育モデルの抽象性
④弁証法的思考の軽視
そして、教育工学的経営論は、 「ハク・トウjと装置κ依存している部分が多く、概念、理論
の面で権問としたものがないという弱点があり、過大κ評価することも過少κ評価することもつ
(44) 
つしまなければならなL、。
以上、麻生誠氏の教育工学的経営言命に対する問題点の指摘を要約してみたが、;重要な問題が横
たわっていることがわかる。特に教育工学的発想導入の前提で・ある教育経営論が、教育工学との
関係で明碍K位置づけられる必要があることを指摘しておきたL、。
本稿Vては、上述の分類に従った文献自録を付け加えた。
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この文献目録は単行本托限定したた政重要な論文が抜けており、また、様々な立場の論者の論'
文ケイ帝の審物とした編著・共著書は5!Jv[分類整理したので、完全とはいえないが、大いに研究
の参考となるであろう。また、一貫してみられる、ハク・トウ式の事例集・手引書、および事典
なども別途κ掲げ皇室理した。尚、本文献作成十ては、東京教育大学学校経営研究室編「学校経営花
関する総合文献目録J(今秋刊行予定)全活用させて頂いずこ。
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E 学校経営の近代化論守中心とする時期(1 956---60年代後半)
(1 ) 法規主義的学校管理論
著 者 名 書 名 出版ネ土名、 発行年
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伊 藤 芳日 衛 他 学校経営と教職員管理実務講座 労務管理研究会 6 8 
来以下参考
(経営管理近代化の実務問題〉
永 保 秋 光 学校経営近代化の実際 新 光 関 6 9 
一民主化・合理化のための手法一
伊藤和WJ.佐々木渡 新版学校の経営管理 高 陵 社 7 0 
一校長・教頭職の新しい方向一
伊 藤 キロ 衛 続三手:校経営の近代化入門 明 、liロA 図 書 7 1 
伊 藤 キロ 衛 教師の経営参加ーこれからの学協経営一高 陵 社 7 2 
(3) 人間関係論的学校経営論
若 者 名 書 名 出版社名 発行年
=にi1r 本 虫B 現代学校経営論 王里 想 社 5 9 
品 野 桂 さ苧核能営の科学一人民稿係と組織の分析一 誠 信 書 房 6 1 
近 藤 イ彦 博 編 人間努係を基調とするこれから夜半続経営明 治 図 書 6 2 
I埼 生守 桂 学撹淫営過程ーそ句弾診断と般単揃町一 銭 信 室" 房 6 3 
W. A.ヨーチ， 11中原豊 校長と教師の学校経営 理 想 社 6 3 
-田原迫龍踏訳
ゴロゴ 本 まE 学校経営学 国 土 ネ土 6 5 
高必参考 野 桂 学校経営現代化の方法 明 治 図 書 7 0 
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(4) 職場づくり=学校づくり論
著 者 名 去i:正義r 名 出版社名 発行年
高 木 太 良B 生きた学校経営 察 明 書 房 5 7 
遠藤五郎・勝田守一・他編 新しL学校づくり〕学校を営・小学校一 牧 議: j苫 5 8 
斉 藤 喜 T専 学校づくりの記 同 士 社 5 8 
持 国 栄 学校づくり 一 一 書 房 6 3 
森 一 学校づくりの夢 ーある校長の手記一実 践 社 6 4 
刀r=ヲて; 像 誠 也 学校運営と民主的職場づくり 労働匂報社 6 9 
一禿層構潜命・特別権力関係秘矧j争中心にー
東 井 義 雄 学校経営と学校づくり 明 JイLロJ .. sl 議: 7 3 
(5) 体制還元自そ殻f育管理論
若 者 名 書 名 出版社名 発行年
田 栄 教育管理 国 土 主士 6 i 
持 田 栄 教育管理の基本問題 東大出版会 6 5 
m 学協経営の現代化論期(1 960年代後半以降)
(1 ) 単一学校経営現代化論
若 者 ~ 書 名 出版社名 発行年
万く 保 秋 光 学校経営近代化の実際 新 1t 間 6 9 
一民主化・合惣イとのための手法
伊 藤 f日 衛 新版・学校の経営管理 爵3 陵 社 7 0 
tロt勾z 野 桂 学校経営現代化の方法 明 治 図 護主 7 0 
吉本二郎・永岡J!員・ 学校経営の革新 高段社書・j苫 7 0 
下村哲夫 一教育の現代化と教職の専門性一
伊 藤 キ日 衛 続学校経営の近代化入門 明 1 図 書 7 1 
伊 藤 赤口 得; 教師の経営参加ーこれからの学櫛全営 i埼 陵 社 7 2 
牧 E日ヨ 見 学校経営と教頭の役割 ぎ よ う せい 7 5 
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(2) 教育経営論
⑦ 教育社会学的教育経営論
若 者 名 書 名 出版社名 発行年
市 J 1 昭 午 学校管理運営の組織論 明 ぷ¥1ロム 図 書 6 6 
一問機!育の組織論的研究ー
河 野 重ー 男 教育学叢書第12巻(教育経営() 第 法 規 6 9 
皇 晃 之 教育経営の実態、一組織と運営の分析一高陵社書庖 7 1 
児 島 邦 宏 新しLて学校の倉Ili笠一組織の革新をめざしてー帝国地方行政学会 7 1 
N.グロス他，符野重男イ鼠尺 学校革新への道 第 一 法 規 7 3 
一教育イノーベーγョンの普及過程一
⑦ 教育工学的教育経営論
若二 者 名 書 名 出版社名 発行年
1完ー 隆夫・新井郁男 教育経営と教育工学 帝国地方行政学会 7 1 
一管理職のためのシステム分析ー
.!'[~; 本 洋 教育工学講座 2(教育経営と教育工学汰日本図書 7 1 
古木二fj!j・主原正夫編 講座教育経営システムの設計(全3巻)明 治 図 書 7 5 
第 1巻(教育経営の基本)
第 2巻(学校の組織・運営〉
第ろ巻(教育活動の設計と展開)
〈編著及び共若〉
議 者 名 三宮お司: 名 出版社名 発行年
海後宗直・安藤 明治図書:帯住「学校経営J 明 治 図 書 5 7 
j完雄・宮田丈夫 第1巻(学校経営の本質と機能)
佐々 木渡縞 第2巻(学校組織と学校事務)
教育経営学会編 学校経営の基本問題 明 ず台 図 書 5 9 
持 E日栄一・大嶋三 教育管理学 誠 害 房 る1
J書} ~宮出丈夫編
五十嵐清止他 教育経営講座:~13 巻(学校経営の実践〉世 界 三Y玄と2 筏 6 2 
?待後宗-臣 1ih 編 学校経営大系第1巻(学校経営の基本〉国 土 キ士 6 3 
海後宗直他編 学校経営大系卸~3 巻〈学枚守主臓滋情説》国 土 社 6 3 
tよ-子句 i捧 発 雄 他 教育経営講序 界 書 院 6 3 
金 二子 予長 市 教育経営講座第6巻(教薄織じ人部務、)世 界 書 院 6 3 
。五 里子 足立 雄 縞 学校管理の基本問題 東 洋 館 6 3 
奥田真丈他縞 学校経営(学校教育全書 2) 全国教育図書 6 5 
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持田栄一・河野 講座現代教育経営、第 T巻 明 治 図 書 6 8 
重男・宮田丈夫 〈現代教育経営の基本〉
. 伊藤和衛編
講座現代教育経営第2巻 明 治 図 書 6 8 
(学校経営の現代化)
田 上 昇 編 学樹詮営の現伐化(学梯整事官密警〉 明 治 図 書 6 8 
丹治守雄・日俣周二他編 学校数育期朝準高5巻〔学権問Lir~酢た} 全国教育園番 6 8 
馬場四郎他編著 現代教育研究第2巻( 標準テスト研究会 6 8 
菊地幸子他編 学校社会学 協 同 出 版 6 9 
手塚六部・吉本二郎 小規模学校の経営 希 文 社 7 0 
佐野政雄編著 新訂版学校管理の基本問題 東洋館出版 7 0 
宮 地 茂 編 著 女教師のための学協経営入門 第 法 規 7 0 
三丹主主 木 貞 治 他 学校経営の実践的入門 文 教 書 院 7 1 
伊藤和衛編著 学協経営をめぐる論点 文 手女 書: 院 7 3 
伊藤和衛編著 教育経営の基礎理論 第 法 規， 7' 4 
新 谷 敏 夫 編 校長教頭研修講箆第2巻 明 Y台 ほi 書 7 5 
ーみんなが参加する学校経営ー
三校源一郎・小沢恒 学校経営の課題と役割 教 育 出 版、 7 5 
三郎・中村安喜雄編
く事典、事例集・手引書、その他>
著 者 名 ま日E 名 出版社名 発行年
万く 野 常 士ロと 学校教育指導管理学 玉)II:k学通信教育部 5 6 
文 音B 省 へき地における学椀踏(へき7桜橋鯵伊集)明治図書 5 6 
佐吉田評ー・師井位、男 学校経営99の相談 明 治 図 書 5 7 
坂 .上 隆 i無策校長一ドンキホーテの学校運営ー J 1 ! 害 五ぎ 5 9 
私立学校振興会 学校法人経営の安こ替、(昭和31-3 3年変〉私立学校振興会 5 9 
三井為友・池田親 季節の学卒対淫営一小・中学校編ー 新光関:書 1苫 5 9 
海 後 刀て 臣 明治図書講座・学校経営 明 @ 者a 6 0 
田 中 久 i昆 編 学協経営十二講 明 J十ム口 @ 書 6 0 
大森晃・松村謙・池田芳雄 学校管理の基礎知識 明 ミlfJコ、 関 書 6 0 
遠 藤 五 長13 t需 事例による学校経営 牧 書? 底 6 0 
クーススタディの会縞 ケーススタディ κよる学校経営 文 民 事正ZS: 庖 6 0 
教育技術研究所 小学校経営事典(新版) 年' 校 6 1 
全国学校運営研究協議会編 学校運営の手引 !笥 l凌 社 6 1 
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平良恵、路他編 事例による中学校の学校経営 牧 書 庖 6 1 
細谷俊夫他編 現代学校経営事典 早足 治 図 書 6 1 
石 ) 1 次 虫5 教育経蛍講座第2巻 世 界 書 院 6 1 
(学校経営一一新校長論を中心にー
教育技術研究所編 小学校経営事典 :み子込" 館 6 1 
伊藤和衛・佐々木渡 学校管理運営のための教育法規精解 明 治 図 書 6 3 
石 )1 次 虫B 教育経営講座第1巻(学校教育) 世 界 書 院 6 3 
増 田 米 治 イ也 学校経営コンサノレティング 東洋館出版 6 3 
内山克己・熊谷忠泰 現代学校の運営と管理 東海大学出版会 6 3 
一教育原理の歴史的実践的展開ー
学校経営コンサノレ 学校経営コンサノレタント L会子品ι， 館 6 4 
ティング研究会編 (月ij冊教育技術)
学校経営コンサル 学校の経営改革 東洋館出版 6 5 
ティング研究会縞 一原則・手j顕・様式・事例ー
R.デ:1グ諸ス'R.リピンクスト 経営能力の開発 相F 原 書 活 も7
石堂:豊:・岸本幸次郎他訳
j1き 田 勲 学習学校の創造と経営 文 理 警 院 6 8 
吉本二郎監修 学校運営・管理実務必携 全国教育図書 6 8 
l河村孝司 広瀬 学校教育実践事例集第2巻 全国教育図書: 6 8 
久. Ll下康雄編 (望ましい組織・運営のくふう)
i戒 i場 中 学 校 人間開発の教育経営 雪き 明 書 房 6 8 
[1 地。 英 太 虫5
住路・能力・適性校K教瓜経育営じ守たの求真笑め実践て的
創造性を追求する学 文 教 三Eヨ主 院 6 8 
一教師・校長の望ましいあり方一
ノ'tデ、Y )1 光 男 現場からみた学校経営の基本と実践 文 教 害損 院 6 9 
千葉県木更津第一小学校 学校教脊の再建 明 ごr~ロB、 図 書 6 9 
一教育エネノレギーの集中化ー
阿部義理他編 学校経営用語辞典 文 教 書 院 6 9 
伊 藤 言挙 徳 加古 学校運営上の問題点 文 教 営田T 院 7 0 
一論議のわかれやすい問題の解明一
大森晃・松村謙・池田芳雄 現代学校管理の基礎知識 明 、tムロ 図 書 7 0 
全国学協霊営研究協議会編 学校運営の手引 高陵社書庖 7 0 
全国教育研究所連盟 学校・学級経営のあり方 東洋館出版 7 0 
一研究報告集第 20次年報一
稲 JI 一 虫B 学協経営・校長・教師論 新光閣書店 7 0 
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J彰 山 正 学校経営入門 東洋館出版 7 0 
渡 う辺 孝 一~ー 経学樹営安一プー営ロとるグんめラなぐムとるき陪虻震どよ回うる.~i7す学Jる校か三重ー営 学 際 妥"'"主 房 7 1 
八王子小学校長会研修部 明 治 図 三仁司主 7 I 
J恩 田 古宅ソ子 講座、創造性の開発第3巻 明 ?台 図 書: 7 I 
(創造性の教育経営)
村 上ー 芳 夫 主体的学習と学校経営 明 治 関 書 7 1 
伊藤和衛・金子守勝縞 演習・学校経営 明 、治 図 書: 7 2 
d亀 回 正 秋 創造としての教育 繁 明 主Ii'"r'{ 房 7 2 
-fまとまりとは学校経営ー
遠 藤 五 良15 私の学t交経営ーその考え方と実践ー 第 、f下ヱ4ミ- 規 7 2 
海後、宗臣・村上俊 教育経営事典(第':5巻) 帝国地方行政学会 7 2 
亮・細谷俊夫監修 7 4 
河野重男.iJR、実編 学校運営の現代化をめぐる問題事例 一どうー 陽 害 i芳 7 3 
キ習 谷 正 彦 校長・ぎ士:$jグ)ため低学校の人事管J笠 づ戸以- 陽 号iヨ: }芳 7 3 
杉 谷 Jf主 久 現代教育の3草;t升 玉川大学出版 7 3 
日{獄:ニプ茨城竜クil日号;Jて学校 能力を育てる授業と学校経営 1 ?若 一 j京 1~， 7 4 
牧 iEヨl 見 演習・学校の組織と運営 教育開発研究所 7 4 
(教職演習Jシリーズ1) 
ゴIコ= 本 郎 問題主主例による学校経営の改善 明 、'{I旬コ、 図 iM: 7 4 
再:修 第 1巻(杉放が挙管却のF!:i}忠事例)
第 2巻(初'fw頃服部雪芦皇りご仁号j法事例)
第 5巻(毅務時国管理の間;震対日)
第 4巻:職員袋挺営の問芝居I例)
第 5巻(さ尚三、学級i討先哩の[晴樹列)
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